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福島第一原発からの放射能と向き合う－市民による放射能測定（Ⅸ） 

―避難者支援・避難元測定－ 

Radioactivity Measurement by the Citizens（Ⅷ）－to Face the Radioactivity from the Fukushima Daiichi 

Nuclear Power Plant－Pollution Measurement on the Evacuee support and the Evacuation Sources－ 

名古屋大学大学院医学系研究科 ○大沼章子(OHNUMA, Shoko)

1. はじめに

福島第一原発事故から10年が経過した。現在も、事故炉の燃料デブリの存在場所は特定されず、廃炉作業の先の見

えない状況が続いている。一方、環境中に放出された放射性物質については、半減期の短い核種は物理的に消滅し、

現在は半減期の比較的長い核種、中でも20％しか物理的減衰が進んでいないセシウム-137が山野に多量に残留するこ

と（例えば下図参照：飯館村野手上山）、トリチウムがALPS等では処理出来ず継続的に貯留する必要があること、そ

れらに伴って環境中でのモニタリングの継続が必要なことなど、今後も福島事故による放射能汚染問題は市民放射能

測定所の存在の必要性を求めている。演者は「未来につなげる・東海ネット 市民放射能測定センタ－（C-ラボ）」お

よび全国の市民放射能測定所のネットワーク「みんなのデータサイト（MDS）」に参加しているので、10年目の活動

について報告する。 

2. 各取り組みにおける放射能測定と結果

放射性セシウム:日立アロカメディカル社 CAN-OSP-NaI(2インチ×2インチ、38 mm鉛遮蔽体は廃鉛等で補強)

空間放射線量率：ALOKA-172B、日本遮蔽技研製GPS付きホットスポットファインダーHSF-1

1)依頼検査：被災地支援等は無料で実施   2）サイエンスカフェ・親子放射能教室等で放射能学習・情報共有

3)市場調査：食品の測定結果での検出は、米麦豆類・果実類・山野草・キノコ・野生鳥獣肉に絞られてきている。

2020年秋にMDSで取組んだ「ネット購入天然キノコ PJ」の結果は、総数134検体中生キノコは 109件で、中

央値 17.0 Bq/kg、最大値1833 Bq/kg、食品基準を超えた検体は21％（23/109）であった。基準値超えは7県に

及び、出荷制限無しの市町村からは 48％（11/23）、出荷制限有りの市町村からの出荷は22％（5/23）であった。

3. 東北支援(援農と放射能監視)

2011年9月に開始し、その後は毎年 6月の2週間、福島県郡山市の有機農業家内にて実施。結果、家内の空

間放射線量率は物理的減衰と2015年秋の除染によって全体には低減していたが、屋根から雨水の落ちる所や雨

水のたまりやすい所は依然として高い傾向にあり、5 cm高については前年より相対的に高い場所もあった。 

4. 避難者訴訟支援（土壌放射性セシウム測定と空間放射線量率測定）

避難者訴訟の証拠資料となる避難元の土壌測定や空間放射線量率測定を無料で実施している。調査地域は主に

南相馬市、福島市などであった。土壌は、表層（0－5 cm層）を四角い弁当箱状に採取して測定した。HSF-1にて

地上1 m高で計測し、要所は5 cm高でも

計測した。測定結果を地図上にプロットし

て紹介する。これらの結果から、避難元が

チェルノブイリ法の移住権利基準や日本

の電離則による管理区域の基準を上回っ

ていることが明らかになった。 

5. 最後に

山野の残留放射能は今後も高い水準で

推移することから、内部被ばくを低く抑

えることは重要である。市民放射能測定

所は、日々測定精度を確保しながら、測

定活動を継続している。専門家との協働

も含めて、食品を含む環境モニタリング

情報の提供に努めたい。 

*Nagoya University Graduate School of Medicine
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